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病
気
な
ど
の
際
に
安
心
し
て
医
療
が
受

け
ら
れ
る
よ
う
、
医
療
費
の
負
担
を
分
か

ち
合
う
た
め
の
制
度
で
す
。

　
問
国
民
健
康
保
険
課
☎
８
４
１
・
１
４

０
３
、
〃

８
４
１
・
３
７
１
６

令
和
５
年
度
の
保
険
料
率

　
保
険
料
は
前
年
の
所
得
に
よ
り
年
度
ご

と
に
決
定
。
令
和
５
年
度
の
保
険
料
率
・

算
定
方
法
は
左
表
の
通
り
。
診
療
費
増
加

に
よ
る
医
療
給
付
費
分
の
増
加
や
高
齢
化

の
進
展
・
団
塊
世
代
の
移
行
な
ど
に
よ
る

後
期
高
齢
者
支
援
金
等
分
・
介
護
納
付
金

分
の
著
し
い
増
加
で
保
険
料
率
が
昨
年
度

と
比
べ
て
上
昇
し
て
い
ま
す
が
、
ご
理
解

を
お
願
い
し
ま
す
。

◆
年
度
内
に
75
歳
に
な
る
人

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
で

す
。
誕
生
月
の
前
月
分
ま
で
国
民
健
康
保

険
料
の
納
付
が
必
要
で
す
。
世
帯
で
他
に

も
国
民
健
康
保
険
加
入
者
が
い
る
場
合
、

年
度
内
は
算
定
し
た
保
険
料
の
納
付
が
必

要
。保

険
料
の
軽
減

　
低
所
得
者
世
帯
に
は
均
等
割
・
平
等
割

の
軽
減
措
置
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、

未
就
学
児
に
係
る
均
等
割
保
険
料
に
つ
い

て
、
そ
の
５
割
を
軽
減
し
ま
す
。

６
月
中
頃
に

納
付
通
知
書
を
送
付

　
４
・
５
月
分
を
含
む
12
カ
月
分
の
保
険

料
を
６
月
～
来
年
３
月
の
10
回
に
分
け
て

納
め
ま
す
。
納
期
限
は
各
月
の
末
日
（
12

月
は
25
日
）、
土
・
日
曜
、
祝
日
の
場
合

は
次
の
平
日
。
国
民
健
康
保
険
の
加
入
者

全
員
が
65
歳
以
上
75
歳
未
満
の
世
帯
で
、

世
帯
主
が
年
金
を
受
給
し
て
い
る
世
帯
は

保
険
料
が
特
別
徴
収
（
年
金
支
給
月
に
保

険
料
を
年
金
か
ら
引
き
去
り
）
に
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

◆
保
険
料
納
付
は
原
則
口
座
振
替
で

　
手
間
が
省
け
、
納
め
忘
れ
防
止
に
も
。

納
付
通
知
書
に
同
封
の
申
込
書
を
市
役
所

別
館
２
階
国
民
健
康
保
険
課
ま
た
は
ゆ
う

ち
ょ
銀
行
を
含
む
取
扱
金
融
機
関
へ
持

参
。
郵
送
（
〒
573
―
８
６
６
６
市
国
民
健

康
保
険
課
）
可
。
金
融
機
関
の
キ
ャ
ッ
シ

ュ
カ
ー
ド
で
手
続
き
が
で
き
る
「
ペ
イ
ジ

ー
口
座
振
替
サ
ー
ビ
ス
」
も
同
課
・
各
支

所
で
利
用
可
。

納
付
相
談

　
災
害
や
失
業
な
ど
の
た
め
保
険
料
の
支

払
い
が
困
難
な
と
き
は
納
付
相
談
を
。

◆
失
業
者
へ
の
保
険
料
の
軽
減

　
倒
産
や
解
雇
、
雇
い
止
め
な
ど
会
社
の

事
情
で
職
を
失
っ
た
場
合
、
保
険
料
の
負

担
を
軽
減
す
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。
軽
減

を
受
け
る
に
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
交
付

さ
れ
た
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
な
ど
を

提
示
し
て
の
届
け
出
が
必
要
で
す
。

加
入
・
脱
退
な
ど
の

届
け
出
は
14
日
以
内
に

　
退
職
や
失
業
な
ど
で
職
場
の
健
康
保
険

を
脱
退
し
た
場
合
は
、
無
保
険
と
な
ら
な

い
よ
う
速
や
か
に
届
け
出
を
し
て
く
だ
さ

い
。
届
け
出
が
遅
れ
る
と
加
入
資
格
が
で

き
た
時
点
ま
で
さ
か
の
ぼ
っ
て
保
険
料
を

納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
ほ
か
、
そ

の
間
の
医
療
費
が
全
額
自
己
負
担
と
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
職
場
の
健
康
保
険
に

加
入
し
た
こ
と
に
よ
り
国
民
健
康
保
険
を

や
め
る
場
合
も
届
け
出
が
必
要
。

６
月
は
窓
口
が
混
み
合
い
ま
す

　
窓
口
の
待
ち
人
数
を
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

（
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）
で
確

認
で
き
ま
す
。（
下
記
コ
ー

ド
参
照
）。

　※府内市町村の国民健康保険料は令和６年度に統一されます。

保険料の算定方法 医療給付費分
（加入者全員）

後期高齢者
支援金等分
（加入者全員）

介護納付金分
（40歳～64歳）

所得割
（総所得から基礎控除43万円
を引き右記の率を乗じます）

9.22％ 2.99％ 2.58％

均等割（加入者一人当たり） ３万2060円 １万160円 １万9180円

平等割（加入一世帯当たり） ３万2290円 １万220円 なし

限度額（各項目の上限額） 65万円 20万円 17万円

　特定健診の代わりに人間ドックを受診した人に費用の一
部（上限1万3000円）を助成します。来年4月30日（同日
消印有効）までに申請書・当該年度の特定健診受診券・受
診結果の写し・領収書の写しを同封し、郵送で〒573―
1197禁野本町2―13―13市健康づくり・介護予防課特定
健診係へ。窓口可。詳細は送付済みの受診券に同封の案内
または市ホームページ参照。

問健康づくり・介護予防課（保健センター内）
☎841・1458、〃840・4496

国民健康保険加入者へ
人間ドック受診費用を助成

国民健康保険
安心で健康な生活を助け合って支える
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新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策

５
月
18
日
現
在

　
市
は
、
ワ
ク
チ
ン
の
有
効
性
の
持
続
期
間
な
ど
を
踏
ま
え
た
国
の
方
針
に
基
づ
き
、

令
和
５
年
春
開
始
接
種
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
65
歳
以
上
の
人
に
は
前
回
接
種
日
か
ら

３
カ
月
到
達
ま
で
に
接
種
券
を
随
時
発
送
し
て
い
ま
す
。
左
表
に
該
当
す
る
64
歳
以
下

で
接
種
を
希
望
す
る
人
は
申
請
が
必
要
で
す
。

　
問
新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
接
種
対
策
室
☎
８
４
１
・
１
２
２
１
代
、
〃

８
４
０
・

４
４
９
６▶接種の対象

　初回接種（１・２回目）を完了し、前回接種から少なくとも３カ月が経過した
　⑴満65歳以上の高齢者
　⑵満５歳以上64歳以下で基礎疾患のある人または重症化リスクが高いと医師が認
　　める人
　⑶医療機関や高齢者施設、障害者施設などの従事者
　※⑵または⑶に該当する人は申請が必要です（４回目接種で同様の申請をしてい
る人は不要）。以下のA･Bのいずれかで手続きを。基礎疾患などのある人はかかり
つけの医療機関に事前に相談してください。申請受付後、その人の接種時期に合わ
せて接種券を送付します。

▶使用ワクチンと接種回数
　これまでに接種したワクチンの種類に関わらず、オミクロン株対応型ファイ
ザー製またはモデルナ製、従来型武田（ノババックス）製のいずれかを１回接種。
予約時にワクチンの種類をご確認ください。
　※武田（ノババックス）製を接種する場合は、前回接種から６カ月経過後に接種可能。
▶接種場所
　市内医療機関（個別接種）　※集団接種は実施していません。
▶接種券
　前回接種日に応じて順次発送。未使用の接種券がお手元にある場合は、その接
種券を使用してください。

A 専用フォーム（インターネット）
　右記コードから申請可。

B 郵送
　申請用紙は市役所本館・別館
受付と各支所で配布。

令和５年春開始接種の概要

64
歳
以
下
で
ワ
ク
チ
ン
接
種
を
希
望
す
る
人
は
申
請
を

令
和
５
年
春
開
始

ワ
ク
チ
ン
接
種

５類移行後の新型コロナに関する相談 療養証明書の発行は９月末まで

〃894・8031

１

2

一般受付の医療機関

フリーダイヤル

英語・中国語・韓国語にも対応

ワクチン接種は任意です
人権への配慮を

0120・885・755
（毎日午前９時～午後６時）

（聴覚や発語に障害がある人専用）

予約サイト（右記コード）

予約・相談コールセンター

対象はかかりつけの人のみ

24時間受付

一般受付をしていない医療機関には直接予約

インターネットまたは電話でご予約を

府コロナ府民相談センター

新型コロナ受診相談センター

　※平日午後５時30分以降および土・日曜、祝日受
付分は翌日（平日）に回答。

　発熱時などの受診相談や陽性判明後の体調
急変時の相談

　対象は５月７日以前に新型コロナウイルス感染症の診断
を受けて医療機関から保健所へ発生届が提出された人。

　体質や持病などさまざまな理由でワク
チン接種を受けられない人や望まない人
もいます。接種は任意ですので、重症化
予防などの効果と副反応のリスクの双方
をよく理解した上で、自身や保護者の意
思で接種の判断をしましょう。周りの人
に接種を強制せず、接種を受ける・受け
ないことによって、いじめや差別的な扱
いをすることのないよう、人権への配慮
をお願いします。

◆療養証明書が必要な人は早めに手続きを
　郵送で申請書（右記コードから取り出し可）を〒573
―0027大垣内町２－２－２市保健所療養証明担当へ。
９月11日必着。申請から発行までに１カ月程度かかる
ことがあります。

◆療養証明書が不要な場合もあります
　保険金の請求などの際にMy HER-SYSのデジタル療養証明機
能や医療機関の検査結果、領収書などで代替できる場合がありま
すので、保険会社などにご相談を。
　問保健予防課 ☎︎807・7625、〃845・0685

☎841・1326

☎06・7178・4567

〃841・5711※

24時間対応

24時間対応
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介
護
保
険
施
設
の

負
担
額
を
軽
減

　
市
民
税
非
課
税
世
帯
で
介
護
保
険
施

設
サ
ー
ビ
ス
や
短
期
入
所
（
シ
ョ
ー
ト

ス
テ
イ
）
を
利
用
す
る
人
は
「
介
護
保

険
負
担
限
度
額
認
定
証
」
を
利
用
施
設

に
提
示
す
る
と
食
費
・
居
住
費
（
滞
在

費
）
の
負
担
額
が
減
額
さ
れ
ま
す
。
対

象
者
は
申
請
を
。
す
で
に
認
定
証
を
所

持
し
て
い
る
人
に
は
６
月
上
旬
に
更
新

勧
奨
通
知
を
送
付
す
る
の
で
手
続
き

を
。
▼
要
件
　
⑴
生
活
保
護
受
給
者

⑵
本
人
お
よ
び
世
帯
全
員
（
世
帯
分
離

し
て
い
る
配
偶
者
を
含
む
）
が
市
民
税

非
課
税
者
で
、
預
貯
金
な
ど
に
つ
い
て

は
上
表
の
通
り
。

社
会
福
祉
法
人
に
よ
る
介
護

サ
ー
ビ
ス
の
負
担
額
を
軽
減

　
要
件
に
該
当
す
る
人
は
申
し
出
に
よ

り
、
社
会
福
祉
法
人
が
提
供
す
る
介
護

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
負
担
額
な
ど
が
軽

減
さ
れ
ま
す
。
減
額
は
利
用
者
負
担
額

の
25
％
（
老
齢
福
祉
年
金
受
給
者
は
50

％
）。
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
施
設

サ
ー
ビ
ス
・
短
期
入
所
で
は
食
費
・
居

住
費
（
滞
在
費
）、
通
所
介
護
で
は
食

費
に
つ
い
て
も
軽
減
の
対
象
（
日
常
生

活
費
は
軽
減
対
象
外
）。
ま
た
、
生
活

保
護
受
給
者
は
申
し
出
に
よ
り
、
施
設

サ
ー
ビ
ス
・
短
期
入
所
の
個
室
の
居
住

費
（
滞
在
費
）
が
軽
減
対
象
に
。
対
象

と
な
る
要
件
な
ど
詳
細
は
同
課
へ
お
問

い
合
わ
せ
を
。

　※２号被保険者(40～64才以下)については1000万円（2000万円以下）

▼介護保険施設負担額の軽減
利用者負担段階 対象者 預貯金額（夫婦）[※]

第１段階 ・生活保護受給者
・世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給者 1000万円（2000万円）以下

第２段階

本人および世帯
全員が住民税非
課税

年金収入額+合計所得金額が
80万円以下 650万円（1650万円）以下

第３段階⑴ 年金収入額+合計所得金額が
80万円超～120万円以下 550万円（1550万円）以下

第３段階⑵ 年金収入額+合計所得金額が
120万円超 500万円（1500万円）以下

　
介
護
保
険
は
助
け
合
い
の
精
神
に
基
づ

く
制
度
で
、
皆
さ
ん
の
保
険
料
は
介
護
が

必
要
に
な
っ
た
人
を
支
え
ま
す
。

　
各
種
手
続
き
は
郵
送
可
。
窓
口
で
の
混

雑
回
避
の
た
め
郵
送
に
よ
る
申
請
に
ご
協

力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　
問
長
寿
・
介
護
保
険
課
☎
８
４
１
・
１

４
６
０
、
〃

８
４
４
・
０
３
１
５

65
歳
以
上
の
人
に
６
月
中
旬

納
付
通
知
書
を
送
付
し
ま
す

　
介
護
保
険
制
度
は
40
歳
以
上
の
人
の
保

険
料
と
公
費
で
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。
65

歳
以
上
の
第
１
号
被
保
険
者
に
は
６
月
中

旬
に
令
和
５
年
度
の
介
護
保
険
料
納
付
通

知
書
ま
た
は
介
護
保
険
料
決
定
通
知
書
を

送
付
し
ま
す
。
40
歳
～
64
歳
の
第
２
号
被

保
険
者
は
、
そ
れ
ぞ
れ
が
加
入
す
る
医
療

保
険
の
保
険
料
と
ま
と
め
て
徴
収
。

◆
介
護
保
険
料

　
被
保
険
者
の
昨
年
中
の
合
計
所
得
金
額

な
ど
や
令
和
５
年
４
月
１
日
ま
た
は
資
格

取
得
日
の
世
帯
状
況
に
よ
っ
て
15
段
階
に

分
か
れ
て
い
ま
す
。

◆
納
付
方
法

　
年
金
か
ら
の
引
き
去
り
（
特
別
徴
収
）

の
場
合
は
、
年
金
支
給
月
（
偶
数
月
）
に

支
払
わ
れ
る
年
金
か
ら
引
き
去
り
ま
す
。

４
月
と
６
月
は
年
間
保
険
料
額
が
決
定
し

て
い
な
い
た
め
、
２
月
の
特
別
徴
収
額
と

同
額
を
引
き
去
り
し
ま
す
（
仮
徴
収
）。

納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
（
普
通
徴
収
）

の
場
合
は
４
月
～
来
年
３
月
の
１
年
分

を
、
６
月
か
ら
来
年
３
月
の
毎
月
１
回

（
計
10
回
）
払
い
に
な
り
ま
す
。

保
険
料
の
減
免

　
災
害
で
資
産
に
大
き
な
損
害
を
受
け
た

場
合
や
大
幅
に
収
入
が
減
少
し
た
場
合
な

ど
で
保
険
料
や
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
自
己
負

担
が
減
免
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
詳

細
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照
ま
た
は
同
課

へ
お
問
い
合
わ
せ
を
。

◆
低
所
得
者
の
保
険
料
特
別
軽
減

　
次
の
要
件
全
て
に
該
当
す
る
人
は
納
期

限
が
過
ぎ
て
い
な
い
保
険
料
額
を
軽
減
で

き
ま
す
。
▼
要
件
　
⑴
市
民
税
非
課
税
世

帯
⑵
世
帯
の
前
年
の
収
入
金
額
の
合
計
が

１
５
０
万
円 (

世
帯
員
が
２
人
以
上
の
場

合
は
２
人
目
以
降
１
人
に
つ
き
50
万
円
を

加
算
し
た
額) 

以
下
⑶
市
民
税
課
税
者
に

扶
養
さ
れ
て
い
な
い
⑷
資
産
を
活
用
し
て

も
生
活
困
窮
状
態
に
あ
る (

居
住
用
以
外

の
土
地
・
家
屋
が
な
く
、
預
貯
金
が
３
５

０
万
円
以
下
な
ど)

。

介護保険
社会全体で介護を支える
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13　広報ひらかた令和5年6月号

　
６
月
１
日
に
令
和
５
年
度
納
税
通
知
書

を
送
付
し
て
い
ま
す
。
市
民
の
皆
さ
ん
が

納
め
た
市
税
は
ま
ち
づ
く
り
の
貴
重
な
財

源
に
な
り
ま
す
の
で
期
限
を
守
っ
て
納
め

て
く
だ
さ
い
。
市
・
府
民
税
の
計
算
方
法

は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照
ま
た
は
市
民
税

課
へ
お
問
い
合
わ
せ
を
。
非
課
税
の
人
に

は
通
知
書
を
送
付
し
て
い
ま
せ
ん
。

　
問
市
民
税
課
☎
８
４
１
・
１
３
５
３
、

〃

８
４
１
・
３
０
３
９

公
的
年
金
か
ら
の
引
き
落
と
し

（
特
別
徴
収
）

　
対
象
は
４
月
１
日
現
在
65
歳
以
上
の
公

的
年
金
等
受
給
者
で
、
前
年
中
の
年
金
所

得
に
係
る
個
人
の
市
・
府
民
税
の
納
税
義

務
の
あ
る
人
。
た
だ
し
、
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
場
合
は
対
象
外
。
⑴
介
護
保

険
料
の
特
別
徴
収
の
対
象
外
⑵
令
和
５
年

度
の
特
別
徴
収
税
額
が
老
齢
基
礎
年
金
等

の
額
を
超
え
る
⑶
老
齢
基
礎
年
金
等
の
額

が
18
万
円
未
満
。

◆
令
和
４
年
度
か
ら
継
続
し
て
特
別

徴
収
の
人

　
４
月
支
給
分
の
公
的
年
金
等
か
ら
令
和

５
年
度
分
の
仮
徴
収
が
行
わ
れ
て
い
ま

す
。
５
年
度
市
・
府
民
税
の
年
税
額
か
ら

４
・
６
・
８
月
の
仮
徴
収
額
を
差
し
引

き
、
10
・
12
・
２
月
で
残
額
を
本
徴
収
し

ま
す
。

◆
今
年
度
か
ら
特
別
徴
収
の
人

　
６
・
８
月
は
納
付
書
な
ど
で
支
払
う
普

通
徴
収
、
10
・
12
・
２
月
は
年
金
か
ら
特

別
徴
収
。
対
象
と
な
る
人
は
６
月
に
送
付

す
る
納
税
通
知
書
に
公
的
年
金
か
ら
の
特

別
徴
収
税
額
を
記
載
し
て
い
る
の
で
ご
確

認
を
。

災
害
・
失
業
な
ど
に
よ
る
減
免

　
災
害
に
あ
っ
た
人
や
廃
業
・
失
業
（
自

己
都
合
や
定
年
に
よ
る
退
職
は
除
く
）
で

所
得
が
著
し
く
減
少
し
た
人
、
生
活
保
護

受
給
者
、
そ
の
他
特
別
な
事
情
で
納
税
が

困
難
な
場
合
は
、
前
年
の
合
計
所
得
金
額

や
同
一
世
帯
の
収
入
や
預
貯
金
の
状
況
な

ど
に
よ
り
市
・
府
民
税
を
減
免
で
き
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。
必
ず
納
期
限
ま
で
に
市

民
税
課
へ
お
問
い
合
わ
せ
を
。

市
・
府
民
税
の
申
告
を

お
忘
れ
な
く

　
公
的
年
金
収
入
４
０
０
万
円
以
下
で
そ

の
他
の
所
得
が
20
万
円
以
下
の
た
め
確
定

申
告
不
要
と
な
っ
た
人
で
も
、
公
的
年
金

以
外
に
所
得
が
あ
る
場
合
や
市
・
府
民
税

で
医
療
費
控
除
・
生
命
保
険
料
控
除
な
ど

を
受
け
た
い
場
合
は
、
市
・
府
民
税
の
申

告
が
必
要
で
す
。
申
告
期
限
は
過
ぎ
て
い

ま
す
が
、
期
限
後
の
申
告
も
可
能
で
す
の

で
お
忘
れ
な
く
。

　
な
お
、
３
月
16
日
以
降
に
所
得
税
お
よ

び
復
興
特
別
所
得
税
の
確
定
申
告
や
市
・

府
民
税
申
告
を
し
た
人
は
、
令
和
５
年
度

市
・
府
民
税
の
税
額
決
定
通
知
書
や
課
税

証
明
書
に
申
告
書
の
記
載
内
容
が
反
映
さ

れ
て
い
な
い
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
ま

た
、
各
種
保
険
料
（
国
民
健
康
保
険
料
・

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
・
介
護
保
険
料

な
ど
）、
各
種
手
当
等
の
決
定
時
期
に
影

響
が
出
る
可
能
性
も
あ
る
た
め
、
各
担
当

課
へ
お
問
い
合
わ
せ
を
。

　10月１日から始まる消費税のインボイス制度（適
格請求書等保存方式）は全ての事業者に関係します。
登録の有無に関わらず、次の点についてご確認を。
◆取引先との情報共有　インボイス発行事業者の登
録を受けた旨やインボイスの交付方法等を共有し、
制度開始に向けて準備しましょう。
◆インボイスの発行準備　インボイスは登録番号、
適用税率、消費税額等の記載が必要です。その交付
方法なども検討しましょう。
　※登録後は消費税の確定申告が必要となり、申告
のためには請求書等の保存や取引等を税率ごとに区
分して記帳すること等が必要です。税務署では、個
人の新規課税事業者や、日々の取引の記帳方法や決
算等がわからない個人事業者向けに、説明会や記帳
指導等を実施しています。

　令和５年度税制改正により、インボイス制度に関
する改正が行われました。改正事項は⑴～⑷の通
り。⑴納税額を売上税額の２割に軽減⑵１万円未満
の取引はインボイス保存不要⑶１万円未満の値引き
等は返還インボイス交付免除⑷登録希望日に登録が
可能に。
　※適用される事業者は改正事項によって異なります。

　インボイス制度の詳細について
は国税庁ホームページ（右記コー
ド）参照または電話でインボイス
コールセンター（☎0120・205・
553）へお問い合わせを。

　インボイス発行事業者の登録を受けるかは任意です。
ご自身の事業実態や消費税申告の事務負担、納税負担等
を踏まえてご検討を。

10月から消費税の
インボイス制度が始まります

インボイス制度に関する改正

市・府民税
まちづくりの貴重な財源
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